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要 旨 
中央教育審議会では学習指導要領の改訂に向けた

検討が進められており，高等学校社会科における「地

理総合（仮称）」 の必履修化など，地理教育の充実，

強化が検討されている．また，防災において，自ら

の命と生活を守る観点から，地図や地理空間情報を

用いて地域の特性を理解するための地理教育の重要

性が高まっている．このような中，国土地理院にお

いても，地理教育の支援の取組を組織化，体系化す

る必要があるとの認識のもと，平成 27 年 11 月に院

内に「地理教育支援チーム」（以下「支援チーム」と

いう．）を設置するとともに，院幹部と支援チームの

メンバーによる「地理教育勉強会」を平成 28 年 5 月

までに 8 回実施し，国土地理院における地理教育支

援のあり方について議論を行った．その結果を同年

6 月に「地理教育の支援に向けた課題の整理と具体

的取組への提言～国土の豊かな恵みを次の世代に引

き継ぐために～（案）」としてとりまとめ，地理教育

をめぐる現状と課題を整理するとともに，今後の地

理教育支援の具体的な取組について提言を行い，国

土地理院のウェブサイトに公開した．国土地理院で

は，「地理教育の道具箱」の設置，教科書・教材出版

社への説明会の開催，サマースクールの実施，出前

授業の実施などについて提言を実行に移している． 

 

1. はじめに 

現在，中央教育審議会において，次期学習指導要

領に関する検討が行われている．平成 27 年 8 月に

同審議会の教育課程企画特別部会がまとめた「論点

整理」は，これからの時代の特徴として，将来の予

測が困難な複雑で変化の激しい社会，グローバル化

が進展する社会を掲げ，国家及び社会の形成者とし

て必要な知識や思考力を基盤として，さまざまな情

報や出来事を受け止め，自ら問題を発見し，主体的

に判断しながら，課題を解決していくために必要な

力や，自国の動向とグローバルな動向を横断的・相

互的に捉えて，地域や世界の多様性を理解し，持続

可能な社会づくりの観点から地球規模の諸課題や地

域課題を解決していく力を，次代を担う子供たち，

若者たちに育んでいくことが必要であるとしている． 

このため，特に高等学校において，①地図や GIS

などの汎用的な地理的技能の育成，②世界の多様性

の理解と地球規模の諸課題の解決に向けた考察，③

防災と持続可能な社会づくりのための対策の探究，

を柱とする地理教育の充実，強化が検討されている． 

また，近年頻発する異常な気象現象，大規模な地

震災害や火山噴火，切迫する首都直下地震，南海ト

ラフ巨大地震，津波の発生に備え，自らの命と生活

を守るため，住民ひとりひとりが平常時から地域の

災害リスクを理解し，自らの知識と情報に基づいて

主体的に避難行動を判断することが求められている．

災害発生時に児童，生徒が地域の防災の担い手とな

ることは，東日本大震災においても実証されており，

幼少期からの防災教育が急務である．地図や地理空

間情報を用いて地域を理解することは防災の基本で

あり，その意味でも地理教育の充実が求められてい

る． 

国土地理院においては，これまでも，子供たちを

対象としたイベントや学校への出前授業，全国児童

生徒地図優秀作品展など，測量，教育分野の関係者

と協力した教育の支援活動を行ってきたが，教育へ

の取組のあり方を真正面に取り上げ，議論すること

はなかった．地理教育が重要性，緊急性を増す中で，

国土地理院における地理教育の支援の取組を組織化，

体系化し，国土の多様で豊かな恵みを次の世代に引

き継ぐための基盤づくりを行っていく必要があると

の認識に立ち，平成 27 年 11 月に院内に組織横断的

なプロジェクトチームとして「地理教育支援チーム」

を設置した．支援チームでは，地理教育の現状と課

題について調査を行うとともに，院幹部と支援チー

ムのメンバーによる「地理教育勉強会」を平成 28 年

5 月までに 8 回実施し，国土地理院における地理教

育支援のあり方について議論を行った．その結果を

同年 6 月に「地理教育の支援に向けた課題の整理と

具体的取組への提言～国土の豊かな恵みを次の世代

に引き継ぐために～（案）」（国土地理院地理教育勉

強会，2016．以下「報告書」という．）としてとりま

とめ，地理教育をめぐる現状と課題を整理するとと

もに，今後の地理教育支援の具体的な取組について，

国土地理院に対して提言を行った（図-1）．報告書は，

113地理教育の支援に向けた課題の整理と国土地理院の具体的取組への提言 



国土地理院のウェブサイトで公開されるとともに，

平成 28 年 6 月 8 日に開催された第 45 回国土地理院

報告会でその内容が報告された．本稿はその概要を

まとめたものである． 

 

2. 地理教育の現状 

報告書では，次のような観点から地理教育の現状

を整理している． 

 

2.1 国民の基礎的な地理的知識の低下 

大学生，高校生に，国際社会に生きる日本人に必

要な基礎的な地理的知識が十分育まれていない（日

本地理学会地理教育専門委員会，2014）．また，海外

で活動する日本人の数や海外からの訪日者数は顕著

に増大しているが，異質な文化への共感に立脚した

相互理解が進んでいるとは言えない（日本学術会議，

2007）．報告書では，国民の基礎的な地理的知識や地

図を読む能力を低下させる一因として，ウェブ地図

や携帯端末などの地図を用いて目的地を直接ピンポ

イントに検索することに慣れ，広域から場所を絞り

込んでいく過程がとられないことを指摘している． 

2.2 学校における地理教育の現状 

2.2.1 現行学習指導要領における地理教育の記述 

現行の学習指導要領においては，それまでの学習

指導要領に比べて地理的技能の習得が重視され，発

達段階に応じて地図や地球儀を活用した学習が大き

く取り上げられている（志村，2010）． 

 

2.2.2 学校教育における地図利用の実態 

教育現場における地図利用の実態としては， 

・紙の地形図自体の認知度が低い． 

・入試において地図読図問題が出題されるため地図

記号の暗記は必須となっている． 

・デジタル地図を用いた教育が確立していない．デ

ジタル地図は新たな負担と考えられている． 

・教員の多くが地理を専攻したり，地図を専門的に

学んだりしたわけではない． 

・教員自身が地域を知らない場合もある． 

・地図の有用さを理解した教員は，住宅地図やウェ

ブ地図などを積極的に活用している． 

といったことが挙げられている． 

 

図-1 地理教育の支援に向けた課題の整理と具体的取組への提言 

～国土の豊かな恵みを次の世代に引き継ぐために～（案）の概要 
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2.2.3 高等学校における地理履修の経緯と現状 

平成 6 年度から社会科が「地理歴史科」と「公民

科」に再編成され，地理歴史科においては「世界史」

が必修科目として位置づけられ，「地理」「日本史」

はどちらかの選択必修とされた．「世界史」必修，「地

理」「日本史」どちらか選択という体制はその後も続

けられ，平成 25 年度から実施されている現行の教

育課程でも維持されている．文部科学省の教科書需

要数のデータから日本地理学会が行った「地理」と

「日本史」の選択状況の推定によると，全国平均で

は「地理」の履修率は 52%，「日本史」の履修率が 65%

となっている． 

また，大阪市立大学を例に学生の出身高等学校で

の履修履歴を調べた結果によると，高等学校の地歴

科で「地理 A」を選択した者はおよそ 3 割，「地理 B」

を選択した者はおよそ 2 割であった．大学での共通

教育課目の履修も併せて見てみると，地理について

高等学校や大学を通じて履修しない割合は 48%とい

う結果であった．すなわち，ほぼ半数の学生は地理

の学習は中学が最後ということになる（大久保，

2010）． 

 

2.2.4 教員のバックグラウンド 

インターネットに公開されている各都道府県の公

立学校教員採用試験の結果から，地理，歴史の専門

別に採用している教員を調査した結果，地理と歴史

（世界史と日本史の合計）の比率は 28%と 72%とな

った．地歴科として一括して採用している場合も多

く，また，小学校の教員は教科の区分がなく，中学

校の教員は社会として採用されるので，地理を専門

とする教員がどの程度採用されたかは不明であるが，

一般には中高の社会科における地理を専門とした教

員の割合は 2 割程度と言われている． 

 

2.2.5 地理教育現場の実情 

 国土地理院が小中高の教員にインタビュー調査を

行ったところ，総じて，特に，小中学校の場合，地

理を専門とする教員が非常に少ないこともあり，新

たな情報を意識的に求めるということが少なく，そ

のため国土地理院の提供する諸々の情報が伝わって

いないことが判明した．また，地図情報分野の新た

な動向だけではなく，学校現場で必要とされる旧版

地図や外国地図をどのように入手できるかという情

報，さらに地図関連イベントの情報も現場には不足

している（伝わっていない）実態があることも明ら

かとなった． 

 

2.2.6 大学入試での地理 

大学入試において地理で受験できる大学，学部数

の調査（2005 年）によると，国立大学については 83

大学 383 学部中 13 大学 26 学部（6.8%），公立大学

では 76 大学 165 学部中 2 大学 4 学部（2.4%），私立

大学では 536 大学 1878 学部中 123 大学 404 学部

（21.5%）と，地理で受験できる大学がきわめて少な

いことが明らかとなった（日本地理学会，2005）． 

 

2.2.7 地理系学科の現状 

卒業生の進路を公開している日本大学文理学部地

理学科の資料によると，卒業生の主な就職先は，物

流，鉄道，バス，販売，小売，不動産，建設，情報

サービス，金融，旅行，観光，公務，教員などとな

っており，地理系であることの際立った特徴は見受

けられない．また，教員養成系大学地理課程の卒業，

修了者の進路について調べたところ（大阪教育大学

の事例），44%が教職（その 4 分の 3 は小学校），30%

が民間，16%が進学，5%が教職以外の地方公務員で，

地理の専門を活かせる中学校，高等学校の教員にな

った者は全体の 12%にとどまっていた． 

 

2.2.8 先進的地理教育実践事例 

現場の教員は，さまざまな工夫をしつつ，よりよ

い地理教育の開発，実践を行っており，多くの実践

事例が地理教育関係の学会誌などに紹介されている．

（報告書の資料 13） 

 

2.2.9 学習指導要領の改訂～高等学校地理必修化の

動きと課題～ 

平成 26 年 11 月，文部科学大臣より中央教育審議

会に対して「初等中等教育における教育課程の基準

等の在り方について」諮問が行われ，学習指導要領

の改訂に向けた検討が始まった．平成 27 年 8 月 26

日に「教育課程企画特別部会 論点整理」がまとめ

られ，公表された（中央教育審議会教育課程企画特

別部会，2015）．この中で，高等学校の地理歴史科に

ついて，「国家及び社会の形成者として必要な知識や

思考力等を基盤として選択・判断等を行い，課題を

解決していくために必要な力や，自国の動向とグロ

ーバルな動向を横断的・相互的に捉えて現代的な諸

課題を歴史的に考察する力，持続可能な社会づくり

の観点から地球規模の諸課題や地域課題を解決して

いく力を，全ての高校生に共通に育んでいくことが

求められる．こうした課題等を踏まえ，地理歴史科

においては，「世界史」の必修を見直し，共通必履修

科目として，我が国の伝統と向かい合いながら，自

国のこととグローバルなことが影響し合ったりつな

がったりする歴史の諸相を，近現代を中心に学ぶ科

目「歴史総合（仮称）」 と，持続可能な社会づくり

に必要な地理的な見方や考え方を育む科目「地理総

合（仮称）」 の設置を検討することが求められる」

とされた．また，小学校の社会科については，「世界
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の国々との関わりへの関心を高める学習，社会に見

られる課題を把握して社会の発展を考える学習を充

実すること」，中学校の地理的分野については，「地

理的技能の育成を一層重視するとともに，持続可能

な社会づくりの観点から様々な課題を考察させるこ

と」が考えられる，とされている． 

 この「論点整理」を踏まえ，各学校段階や教科等

別に設置された専門部会において，さらに議論を重

ねた結果を教育課程部会がとりまとめ，平成 28 年 8

月に「次期学習指導要領等に向けたこれまでの審議

のまとめ」として公表した（中央教育審議会教育課

程部会，2016）．この中で，高等学校地理歴史科につ

いて，「論点整理」を踏襲して「歴史総合（仮称）」

と「地理総合（仮称）」を共通必履修科目として設定

するとともに，歴史や地理を発展的に学習する科目

として「日本史探究（仮称）」，「世界史探究（仮称）」，

「地理探究（仮称）」を選択科目として設定すること

としている． 

今後は，平成 28 年度内に中央教育審議会の答申

が行われ，平成 29 年前半に次期学習指導要領の告

示（高等学校は遅れる可能性あり），幼稚園は周知を

経て平成 30 年度から実施，小・中・高等学校は，周

知，教科書の作成及び検定・採択等を経て，小学校

は平成 32 年度から，中学校は平成 33 年度から全面

実施，高等学校は平成 34 年度から年次進行により

実施されることが予想されている． 

 

2.2.10 学界，教育界の取組 

学界や教育界においても地理教育に関するさまざ

まな取組が行われている．日本学術会議では，地理

教育に関して，平成 19 年 9 月に対外報告「現代的課

題を切り拓く地理教育」を，平成 26 年 9 月に提言

「地理教育におけるオープンデータの利活用と地図

力/GIS 技能の育成～地域の課題を分析し地域づく

りに参画する人材育成～」を公表している．特に平

成 26 年の提言においては，「学校教育では，国土地

理院の地理院地図（旧電子国土）サイトを活用し，

国土地理院は，学校教育での利活用も視野に入れて

充実すべきである．」と指摘している（日本学術会議，

2014）． 

日本学術会議では現在も地理教育分科会（碓井照

子主査）とそのもとの 5 つの小委員会（学校地理教

育，大学地理教育，自然地理学環境防災教育，地図

GIS 教育，地誌教育）において多くの地理学関係の

研究者が参加して地理教育の振興に関する学術的観

点からの検討を行っている． 

 

2.2.11 国土地理院の取組 

 国土地理院においては，測量・地図に関する普及

活動の一環として，以前から，本院や地方測量部等

において，子供たちを対象としたイベントや学校へ

の出前授業，全国児童生徒地図優秀作品展など，測

量，教育分野の関係者と協力した教育の支援活動を

行ってきた．しかし，これまではどちらかというと

個別的，受身的な対応であった．平成 27 年 11 月に

院内に支援チームを設置し，地理教育の現状と課題

について調査を行うとともに，院幹部と支援チーム

のメンバーによる「地理教育勉強会」を平成 28 年 5

月までに 8 回実施し，国土地理院における地理教育

支援のあり方について議論を行っている． 

 

2.2.12 日本地図センターの取組 

一般財団法人日本地図センターは，地図利用の普

及と地図に関する技術の発展に寄与することを目的

として，地図及びこれに関連する事業を行っており，

地図・地理教育の発展に資するためのさまざまな事

業を行っている． 

 

2.3 防災教育支援の取組 

2.3.1 本省，気象庁との連携 

国土交通省が平成 27 年 1 月にまとめた「新たな

ステージに対応した防災・減災のあり方」において

防災教育を充実することが求められたことを受け，

国土交通省水管理・国土保全局防災課，同局河川環

境課，気象庁，国土地理院が協力して防災教育支援

の取組を行っている．具体的には，文部科学省研究

開発学校指定校との連携，文部科学省との意見交換，

教科書出版社への説明会，教員研修会への参画，地

方整備局，気象台，地方測量部等が協力した地元教

育関係者への働きかけなどを行っている． 

 

2.3.2 ハザードマップポータル，防災地理情報の提

供 

地域の災害特性を理解することは防災教育の基本

である．教員，子供たち，さらには保護者が，ハザ

ードマップや，土地の成り立ち，履歴に関する情報

に容易にアクセスでき，それらを理解できる環境の

整備が必要である．平成 28 年 3 月から開始された，

地理院地図で土地の成り立ちと自然災害リスクがワ

ンクリックでわかる地形分類図の公開は地理教育関

係者に高い評価を受けている．また，地理院地図 3D

や 3D プリンタによる地形模型も防災教育に効果的

である． 

 

2.4 若年層が地図に親しむには？ 

2.4.1 伊能社中の取組 

伊能社中とは，電子地図を通じたより豊かで魅力

的な教育の実現を支援する NPO 法人で，GIS 技術を

用いた電子地図教材やソフトウェアの開発，提供を

行っている．運営の中心を担っているのは大学院生
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や若手の社会人を主体とする若者のボランティアで

ある．自分たちのデジタル技術を教育現場の役に立

てたい，というモティベーションを組織化して具体

的行動を実践する活動として注目されている． 

 

2.4.2 遊びから地理，地図へ 

「ブラタモリ」（NHK 総合テレビ）の放映をきっ

かけとして，地図を片手に，地形や景観，人々の暮

らしぶりをじっくり観察するぶらり街歩きが，趣味

としてすっかり定着した感がある．さらに最近では，

「スリバチ学会」「暗渠学会」「境界協会」など，一

見風変わりな特定のテーマを深く追求して楽しんだ

り，GNSS の移動ログで絵を描いて「作品」として

ネットに発信するなど，地図や地形で遊ぶ人，街歩

きを楽しむ人が増えている．地図をテーマにパネリ

ストと参加者が自由に語り合うイベント「地図ナイ

ト」には毎回多くの参加者で大変な盛り上がりをみ

せている．市民がボランティアで地図を作る「オー

プンストリートマップ」の参加者は世界中で 200 万

人を超え，日々増加している．地理や地図をテーマ

としたコミックや，作品中にしばしば地理院地図が

登場するアニメも現れ，アニメの舞台となった場所

の「聖地巡礼」が SNS を通じて共通の趣味として広

く受け入れられるようになり，アニメの舞台を活用

した観光や，スマホゲーム（仮想）と現地歩き（現

実）で街おこしに取り組む自治体もある．また，地

図を読みながら大自然の中を駆け巡るスポーツであ

るオリエンテーリングは読図力が重要な要素となっ

ており，日本では学生を中心に人気が高い． 

「地理女子」が雑誌や TV 番組で取り上げられ，

また，「地図ガール」が作った地図柄グッズ，女性目

線で旅を提案するガイドブックなど，女性の視点か

らの地理，地図が着目されるようになったことも最

近の動きである． 

 

2.5 諸外国の地理教育 

報告書では，イギリス，フランス，アメリカの地

理教育を紹介している．いずれの国においても地理

教育は初等中等教育において重視されており，自然

災害と防災に関する知識を体系的に学習できるよう

にする，持続可能な開発に関して繰り返し教える，

諸外国における人と環境の関わりを教えるなど，国

ごとにさまざまな工夫をしながら地理教育を実践し

ている． 

 

3. 地理教育の課題～国土地理院の立場から～ 

報告書では，このような現状を踏まえて，国土地

理院がその解決に向けて貢献すべき地理教育の課題

を次のように整理している． 

 

3.1 若年層の基礎的な地理的知識の低下 

 地理空間情報の活用が拡がり，だれでもいつでも

どこでも地理空間情報を活用して安全で豊かな生活

が享受できるようになってきた．今やカーナビや地

図アプリを用いてどこにあるのか知らない場所でも

迷うことなくたどり着くことができるし，GNSS や

位置検索機能を用いて自分のいる場所がどこかわか

らなくても周辺にある店の情報を得ることができる．

しかし，地理空間情報のもたらす便益を適切に享受

するためには，一定の地理的な基本的知識と技能が

必要である．学校教育における地理の履修の機会が

十分でないこと，また，若年層が地図（アナログか

デジタルかを問わず）を見る機会が減少し，その結

果，若年層の基本的な地理的知識が低下しているこ

とは大きな問題である． 

 

3.2 地理空間情報リテラシー教育の必要性 

地理空間情報技術や情報処理技術が発展し，だれ

でも容易に地理空間情報を利活用し，また GIS ソフ

トやウェブマッピングなどを用いてオリジナルの地

理空間情報を発信することができるようになった．

しかし，基本的な地理空間情報に関する知識や技能

を持たないために，不適切な情報の扱いや不正確な

情報の提供が行われる例が見られ，電子地図ではそ

れが不適切であることが見えにくくなっている．今

後，地理空間情報技術の更なる発展が期待される中

で，測量や地図を専門としない技術者もその担い手

としての活躍が期待される．紙地図と電子地図の相

違点（縮尺と位置精度，真位置データ）や座標の基

礎知識など，地理空間情報を扱う上での基本的リテ

ラシーは，専門教育以前の段階の教育で身につける

ことが必要である．そのためには，幼少期から学校

教育を通じて地理や地図に接する機会を多く持つこ

とで，地理空間情報に親しみ，その重要性を自然に

理解することが必要である． 

 

3.3 高等学校における教育課程の問題 

現行の学習指導要領において地理教育，地図教育

はかなり重視されている．しかしながら，特に高等

学校において地理が選択履修となっている状態が平

成 6 年度の世界史必修の導入以降 20 年あまり続い

ていることが大きな影響を与えている．その結果，

地理を開講しない，もしくは十分な授業時間が確保

されていない高等学校があること，高等学校で地理

を履修する生徒が約 5 割にとどまっていること，地

理を専門とする教員の採用が歴史等に比較してかな

り少ないこと，大学，特に文科系学部の多くが地理

で受験することができないこと，教員，生徒ともに

入試に直接結びつかない科目や内容に力を注がない

ことなど，さまざまな問題が連鎖する悪循環に陥っ
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ている．学界や教員組織等の粘り強い活動もあり，

地理教育を通じて，地域や世界の多様性を理解し，

地球規模の諸課題や地域課題を解決していく力，災

害に強いしなやかな国土を構築する力を育んでいく

ことが重要との観点から，教育課程において地理教

育を重視すべきとの認識は拡がってきているが，今

後，長い時間をかけて取り組んでいかなければなら

ない問題である． 

 

3.4 地理を専門としない教員の支援 

 中学校の社会科や高等学校の地理歴史科の教員の

うち，地理を専門とした者は 2 割程度と言われてお

り，多くは高等学校や大学で地理を専門的に履修し

た経験がないままに社会科や地理歴史科の教員にな

っていると考えられる．また，文科系出身者にとっ

て，地図の縮尺や投影法，測量，地形の成り立ちや

地殻変動といった，地理の中でもどちらかというと

理系の内容は苦手という声も多い．高等学校や大学

の入試では地形図読図の問題がしばしば出題される

ので，教科書や指導書の記載の範囲で地形図は教え

るが，地図を使った地域調査や地理的見方・考え方

の醸成などまで踏み込む余裕がない，という状況が

多くの教員の実情である． 

 高等学校における地理総合（仮称）の必修化が実

現すれば，平成 34 年度からは生徒全員が地理を履

修することとなり，地理の時間数が増えて，多くの

地理を専門としない教員が地理を教えることとなる．

このような教員をどのように支援するかが喫緊の課

題である．逆に，これらの教員が容易に地理空間情

報を扱うことができるようになれば，歴史の授業に

地図を用いて歴史的事象の背景の地理的条件を理解

するなど，歴史と地理の融合の効果を期待すること

もできる．さらには，他の教科においても，例えば，

数学において地図の縮尺や投影の考え方を取り入れ

るなど，地理空間情報の活用による学習効果が期待

でき，このような場を通じて児童生徒が地図や地理

空間情報に親しむ機会を増やすことも重要である．

そのためには，地理を専門としない教員が地図や地

理空間情報を容易に扱えるよう，情報の提供方法の

工夫や教員の理解の促進などの支援を行っていく必

要がある． 

 

3.5 十分活用されていない国土地理院の情報 

国土地理院の地形図は，教科書や指導書にかなり

取り入れられているが，一部の意欲的な教員を除い

て，教育現場で国土地理院の情報が教員に積極的に

活用されているとは言えない．このことは，教員の

側だけではなく，国土地理院が情報を教育現場に使

いやすいように提供していない，もしくは提供して

いる情報や資料を教育関係者に十分伝えていないこ

とも原因であろう．また，国土地理院が提供する情

報は基本的にすべて教育現場で自由に複製，利用す

ることができるが，国土地理院の地図を複製，使用

するためには面倒な手続きが必要と思い込んでいる

教育関係者が多いようである．さらには，例えば，

小学校の地域学習にあたって校区の道路だけを抜き

出した地図を手描きで自作している，とか，全国の

都道府県の境界だけが入った白地図を指導書からコ

ピーして使うなど，国土地理院の地理院地図や基盤

地図情報を使えばさほど手間をかけずに対応できる

ことを，教員が手間隙かけて行っている例がある．

教育現場をより意識した情報の提供，普及を行うこ

とが必要である． 

 

3.6 土地との関わりの希薄化 

かつての我々の祖先は，先祖代々の経験の中から，

土地の成り立ちとそこに働く自然の営みを理解し，

自然の恵みを最大限に享受し，災いをできるだけ避

ける暮らし方を選択してきた．都市化の進展の中で，

暮らしと土地との関係が希薄化し，自分が生活する

土地がどのように成り立ち，どのような自然の営み

が働いているのかを意識することはほとんどなくな

った．災害を防ぎ，被害を軽減するためには，住民

自らが，平常時から地域の災害リスクを理解し，非

常時には自らの知識と情報に基づいて主体的に避難

行動を判断することが必要である．地域の災害リス

ク理解の基本は地理教育である．子供たちに，地理

教育を通じて地域の成り立ちと自然の営みを理解さ

せることは，家族の理解につながり，地域の防災力

を高める近道である．このためには，子供たちにわ

かりやすく教員が使いやすい教材を提供することも

重要である．標高や土地の成り立ちの情報，3D 表現

技術などは防災教育にきわめて有効であり，これを

教育現場で使いやすいように提供することが必要で

ある． 

 

3.7 防災教育の支援促進 

防災教育とその基本となる地域の災害特性を理解

することの重要性は教育現場にも広く理解されてき

ている．しかし，防災という教科があるわけではな

く，防災教育は学校安全の一環として取り扱われて

きた．また，学習指導要領では，中学の社会科や高

等学校の地理，地学に防災についての多くの項目が

盛り込まれているが，それぞれの科目のごく一部で

あり，防災に多くの授業時間を割くことは難しい．

中には全校を挙げて防災のカリキュラムを組む独自

の取組を意欲的に行っている学校もあるが，一般的

には各教科や校内行事の年間スケジュールはびっし

り詰まっており，教員も教材研究や校務で忙しく，

防災教育に新たに取り組む余裕はない．防災教育を
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進めるためには，行政や地域の理解が不可欠である．

災害発生時には，学校と子供たちこそが避難や初動

対応などの自助，共助の最も重要な担い手であり，

リーダーである．学校と家庭，地域が一体となって

防災教育に取り組むことが重要である． 

 

3.8 自主的活動のネットワーク 

地理や地図の「遊び」が自発的活動として拡がり

を見せていることは，若者が地理空間情報に親しむ

動きとして注目すべきであろう．一方で，このよう

な活動が，それぞれの個人的な，または仲間内の趣

味の世界でばらばらに行われている感は否めない．

このような活動の自主性，自発性，オタク性を尊重

しつつ，仲間内の趣味の世界から拡がっていくため

には，活動に参加する人たちがお互いに交流するこ

とのできるバーチャルな，またリアルな「ひろば」

を提供することが必要であろう．このような「ひろ

ば」は，仲間内の間で自然発生的に拡がっていくこ

とが望ましいが，核となる中立的な組織が「ひろば」

を提供することも考えられる． 

 

4. 国土地理院の具体的取組への提言 

 報告書では，このような地理教育をめぐる現状と

課題を踏まえて，国土地理院が取り組むべき具体的

な活動をつぎのように提言している． 

 

4.1 目標 

地理教育の支援を通じて，国土の多様で豊かな恵

みを次の世代，次の世代に引き継ぐための基盤を構

築する． 

7 つのアウトカム 

・教員の地理の指導力が向上する． 

・児童生徒の基礎的な地理的知識が向上する． 

・児童生徒（及び関係者）が地理空間情報技術，測

量技術に親しみをもち，将来の職業の選択肢とし

て認識する． 

・地理系学科，測量系学科の志望者が増加する． 

・地理や地図に関するイベントへの参加者が増加す

る． 

・児童生徒による地域の災害特性の理解が向上する． 

・地理，地図を楽しむ自主的活動の交流の場が確立

する． 

 

4.2 具体的取組 

4.2.1 教育現場の支援 

(1) 教育支援ポータル（「教育の道具箱」）の構築（現

場で使いやすい教材，素材，板書案の作成，提供） 

教員や関係者が国土地理院の情報やデータ，シス

テムを教材，素材として簡単に入手できる「教育の

道具箱」のような教育支援のためのポータルサイト

を国土地理院ウェブサイトの分かりやすい場所に構

築する．その際，学習指導要領や教科書等の記載を

踏まえ，児童生徒の発達段階ごとの単元，教育内容

から直接必要な情報，データにたどり着けるよう工

夫する．また，国土地理院のデータをひと手間加え

て教室で利用するためのレシピを用意する．特に，

地図の読み方などの単元については，シラバス案や

板書案を提供することや，地図記号あてクイズだけ

でない地理的見方，考え方を問う試験問題例や，モ

デル授業の映像を提供するなど，現場の教員が使い

やすい教材や素材として提供することを検討する．

さらに，現場の教員が開発した教材を共有する場所

としても機能する仕組みを検討する． 

 

(2) 教員研究会，教員研修等への参加 

国土地理院が提供できる情報，データ，システム

や，上記(1)の「教育の道具箱」を教員や関係者に知

ってもらうため，教育委員会や教員研究会などに，

これらを紹介する機会をいただくよう働きかける．

また，関係省庁や教育委員会が実施する教員研修等

の場で紹介させていただくよう働きかける．さらに，

大学が実施する教員免許更新講習で紹介の時間をい

ただくよう働きかける． 

 

(3) 教科書会社への説明会 

教科書協会を通じて，教科書，指導書や参考書の

出版社を対象とした説明会を実施する． 

 

(4) 学会等との連携による地理空間情報リテラシー

教育のあり方の検討 

日本学術会議，地理関係学会，関係団体等と協力

して，地理的技能をベースとした地理空間情報社会

を生きる力を身につける地理教育のあり方を検討す

るとともに，教材作成，教員研修等の活動に積極的

に協力する． 

 

(5) 現場との持続的なコミュニケーション 

現場の教員が気軽に相談できる窓口を設置すると

ともに，教員や関係者との良好な関係を維持し，現

場のニーズや創意工夫を共有する． 

 

4.2.2 児童生徒等と保護者へのアプローチ 

(1) インターンシップ（サマースクール） 

学会等と協力して，主に大学 1，2 年の学生をター

ゲットに，国土地理院や測量･地図分野の仕事や最先

端の技術を理解してもらうインターンシップ（サマ

ースクール）を企画し，地図と測量の科学館を会場

として活用する．また，地方測量部等も含めて職場

体験の誘致を積極的に行う．さらに，国土地理院の

職場体験実習生の受入れ拡大も図る． 
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(2) 地理系・測量系学科学生の就業先拡大支援 

地理系学科，測量系学科学生の就職分野拡大のた

め，関連業界，産業界との意見交換を行う．また，

関連業界と連携して，測量に関する広報の強化によ

る国民の理解醸成，インターンシップの導入促進な

どの取組を進める． 

 

(3) 地理オリンピック，地学オリンピック支援 

学界が中心となって進めている地理オリンピック，

地学オリンピックの活動を後援し，国内予選におけ

る地図や情報の提供などの支援を行う． 

 

(4) 「学校へ行こうプロジェクト」：地方測量部等に

よる取組促進 

国土地理院の電子基準点が設置されている学校は

全国で約 600 校に及ぶ．これを活用して，主に地方

測量部等から，電子基準点が設置してある学校に対

してこれを手がかりとした出前授業を提案する． 

 

(5) 出前授業マニュアル，標準教材の作成 

国土地理院の職員が，学習指導要領や教科書の記

述を踏まえた現場のニーズに合った出前授業が行え

るよう，マニュアルや標準教材を作成し，共有する． 

 

(6) 児童生徒地図作品展：広報の強化 

全国児童生徒地図優秀作品展や各地の作品展を積

極的に活用し，地理教育の取組につなげる． 

 

(7) 地図と測量の科学館の活用・つくば地域の取組：

来場学校数の拡大 

地図と測量の科学館を活用したイベントや本院の

あるつくば地域の取組に積極的に協力するとともに，

学校単位での誘致を図る． 

 

4.2.3 防災教育支援の強化 

(1) 国土交通省水管理・国土保全局防災課との連携，

地方測量部等と地方整備局，気象台によるチー

ム国交省での取組 

国土交通省水管理・国土保全局防災課，同局河川

環境課及び気象庁と連携し，文部科学省研究開発学

校指定校の防災教育の取組支援，文部科学省との意

見交換，教科書出版社への説明会等に参加する．ま

た，地方測量部等と地方整備局，気象台のチーム国

交省により地元教育関係者に働きかけ，連携して教

材（指導計画，板書計画）づくりを行う． 

 

(2) ハザードマップポータル，防災地理情報の充実 

教員，子供たち，さらには保護者が，ハザードマ

ップや，土地の成り立ち，履歴に関する情報に容易

にアクセスでき，それらを理解できる環境の整備，

防災教育現場への地理院地図 3D や 3D プリンタに

よる地形模型の紹介を積極的に行う． 

 

4.2.4 若年層に親しんでもらうために 

(1) 親しみやすいメディアや若年層に魅力的な活動

の推進（「遊び」からの地理） 

地理や地図で遊び楽しむ活動に関する情報を収集

し，国土地理院が可能な範囲で参加，奨励する． 

 

(2) 自発的活動をつなぐ「ひろば」づくり 

自発的活動に参加する人たちがお互いに交流する

ことのできるバーチャルな，またリアルな「ひろば」

づくりを検討する． 

 

4.3 継続的取組に必要な措置 

地理教育の支援はアウトカムが得られるまできわ

めて長い時間にわたって継続的に取り組む必要があ

る．地理教育支援に対する取組を長期間にわたって

持続可能なものとしていくため，地理教育支援を引

き続き国土地理院の中核的な業務の一つとして位置

づけるとともに，取組のメニューとして示した，ウ

ェブサイトの構築，管理や情報の加工，関係者との

連絡調整や教員の研究会等への参加，出前授業など

を継続的に取り組むための措置について検討するこ

とが必要である． 

 

5. 提言の実行 

 国土地理院では，この提言を受けて，いくつかを

実行に移しつつある． 

 

5.1 「地理教育の道具箱」 

平成 28 年 6 月，国土地理院のウェブサイトに「地

理教育の道具箱」のページを作成，公開し，トップ

ページにバナーを置いた（図-2）．内容はまだ不十分

であるが，地理院地図で白地図を表示・印刷する方

法，基盤地図情報から白地図を作成する方法，日本

各地の地形ギャラリー，「山から海へ川がつくる地形」

などの情報を提供している．報告書の全文もこのペ

ージからダウンロードできる．今後も内容を充実さ

せるとともに，例えば日本学術会議地理教育分科会

などと連携して教育現場に役に立つ情報の提供を進

めていくことを検討している． 
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5.2 教科書・教材出版社への説明会 

平成 28 年 7 月 14 日，教科書・教材出版社を対象

に「国土地理院の取り組む教育支援」説明会を開催

し，教科書や教材などに国土地理院が刊行・提供し

ている地図や地理空間情報を効果的に利用するため

の説明や資料の展示などを行い，19 社 42 名の方に

参加していただいた．今後も毎年実施していくこと

を検討している（写真-1）． 

 

 
5.3 サマースクール 

平成 28 年 9 月 7 日，国土地理院の「地図と測量の

科学館」において，（公社）日本地理学会と共同で，

2016 年度サマースクール「地図と測量の世界を知る」

を開催した．学部 3 年生以下の地理系学生を主な対

象に，地図や測量に関する最新情報を提供すること

で，この分野に対する興味関心や地理学を基礎とし

た科学技術が社会に広く浸透・貢献していることへ

の理解を深めてもらい，研究者・教育者・技術者を

志す契機や進路選択に役立ててもらうことを目的と

したもので，11 大学 13 学部から 21 名が参加した．

国土地理院や測量業界の業務や地図・測量技術の最

前線に関する講義，無人航空機（UAV）デモ飛行の

見学，三次元形状復元技術の体験，班別ディスカッ

ションなどを実施した（写真-2）． 

 

 

 
5.4 「学校へ行こう」プロジェクト 

全国の国土地理院の電子基準点約1,300点のうち，

およそ 600 点が小学校，中学校，高等学校の敷地内

に設置されている．このような学校を訪問し，電子

基準点の役割や測量・地理空間情報の大切さを出前

授業で児童・生徒に伝える活動を「学校へ行こう」

プロジェクトとして積極的に推進している．平成 28

年度は 9 月末までに全国 6 校で実施しており，さら

に 10 校での実施が年度内に予定されている． 

 

6. おわりに 

今後も，提言にまとめられた地理教育への支援の

ための具体的な活動を実現するため，教育関係者，

学界，関係団体等と連携しつつ，積極的に取り組ん

でいきたい． 

 

地理教育支援チーム 

（平成 27 年 11 月～平成 28 年 3 月） 

総務部 嶋田勝也 

企画部 宇根 寛 

地理空間情報部 勝田啓介，打上真一，中山正渡 

応用地理部 村岡清隆（平成 27 年 12 月まで）， 

倉田一郎，山口史朗，木村佳織 

 

 

写真-1 会場に展示した旧版地図，空中写真， 

3D 模型，デジタル標高地図など 

写真-2 サマースクールでの UAV デモ飛行見学の様子

図-2 国土地理院「地理教育の道具箱」のウェブペー

ジ 
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（平成 28 年 4 月～） 

総務部 吉岡 貢 

企画部 小白井亮一（平成 28 年 7 月から）， 

村岡清隆 

地理空間情報部 岡庭直久，打上真一，中山正渡 

基本図情報部 岡本 梓 

応用地理部 嶋田勝也，山口史朗，山根清一 

地理地殻活動研究センター 宇根 寛 

 

（公開日：平成 28 年 11 月 2 日） 
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